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　2011年（平成23）年「里親委託ガイドライン」に社会的養護における代替養護において里親委託優先の
原則が掲げられ10年が経った。本研究報告では筆者自身が養育里親として取り組んできた約５年間を振り
返りながら里親養育の現状と課題について整理すると共に考察を行う。子どもの権利擁護に適った社会的
養護のあり方として果たして現状の里親養育が十分なのか、また不十分とするならば何が足らないのか。
里親の家庭的な生活の方が施設の集団生活より子どもたちにとっては良いだろうという考え方は理に適っ
ているのだろうか。また、諸外国の里親による代替養護は子どもたちの権利を果たして擁護できていると
言えるのだろうか。そして、何より現在の里親養育は子どもたちの権利を擁護できているのだろうか。そ
れらのことを踏まえ里親養育の現状と取り組むべき課題について整理すると共にこれまで施設で培われて
きた養護と比較し検証を試みる。
　本研究報告は、まさに筆者の養育里親としての日々の実践から見えてきた課題についてまとめ考察する
ものである。それはあくまで里親養育の否定ではなく、いつに子どもの権利擁護に適ったより良い里親養
育に繋げていくためであることを申し添えておく。
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第１章 はじめに

　本研究報告の目的は現在の里親養育の実践にお
ける現状と課題から今後の里親の養育が子どもた
ちの権利擁護に適った養護に繋がっていくように
することである。
　現在わが国では子ども虐待の著しい増加や国連
からの外圧などにより児童福祉法を改正し社会的
養護においてこれまでの施設中心の養護から里親
による家庭での養護へとシフトしこれまでの代替
養護の在り方が大きく様変わりしようとしてい
る。
　そのような中にあって筆者は、養育里親として
認定後里親登録し子どもを受託して６年目を迎え
た。また、2021（令和３）年度からは地方自治体

（以下、自治体）にある６つの里親会の一つの支
部の支部長を担いより深く広く里親養育に携わり
関わってきた。そして、養育里親としての実践を
通して里親養育における様々な課題に直面してき
た。この度はその課題について子どもの権利擁護
の視点から行政におけるスーパービジョンの在り
方について検証していきたい。

第２章 里親養育の現状と課題及び考察

（１）里親養育への問題意識
　筆者は、保育士養成の仕事に転じて今年で８年
目を迎える。それまでは28年間余り乳児院をはじ
め児童養護施設、児童心理治療施設等で勤務して
きた。その間施設管理者を10年間務め、施設運営
のみならず業界の活動として「児童福祉施設援助
指針」の作成や職員研修の企画や運営にも携わっ
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てきた。そして、現在は保育士養成の傍ら施設で
の勤務経験を活かし社会的養護施設の第三者評価
の評価調査者、児童養護施設の監事、障害児入所
施設の評議員、児童自立支援施設の第三者委員、
児童福祉連盟職員研究発表会の助言者、社会的養
護施設の基幹的職員研修会の講師、専門里親の更
新研修の講師などを担い社会的養護と関り続けて
いる。施設養護について養育者の立場、また管理
者の立場、もしくは施設で働く養育者養成の立場
など様々な立場から携わってきた。そして、加え
てこの数年は正に養育里親として家庭養護に携わ
り実践を積み重ねている。その実践の中から現在
わが国において推進されている里親養育の課題に
ついて施設との養護内容や支援体制と比較して、
施設にあって里親に無いものを精査し子どもの権
利擁護に適った養育や支援体制について考察し述
べていきたい。特にこの10年に亘り国を挙げて推
進されている里親養育ではあるが、これまで整備
されてこなかった課題が山積している。そこには
施設養護では考えられないような現状がある。
　施設と里親の機能を比較するために施設養護で
積み上げてきた機能をまとめ今後の方向性を示し
た「今後の児童養護施設に求められるもの」（全国
児童養護施設協議会 児童養護施設のあり方に関す
る特別委員会 最終報告書令和３年６月）を参考に
比較する。そうすることにより里親養育における
課題がより浮き彫りとなり、今後整備していかな
ければいけない課題が明確化できるものと考えて
いる。
（２）里親実践における課題
　筆者が５年９か月余りの養育里親としての実践
の間に２人の里子たち（兄21歳、弟19歳のきょう
だい）は、高校進学や大学進学、就職と着実に自
立に向けて歩みを進めてきた。そして、兄は現在
大学３年生（大学進学と共に委託解除）と弟は社
会人２年目とっている。弟も近々に20歳になるた
め委託解除となる。この間の直面した課題につい
て以下に列挙する。①児童相談所（以下、児相）
及び里親支援専門相談員（以下、４S）との連携、
②家庭訪問による子どもの養育状況の把握、③
「あたりまえの生活」の保障、④養育報告書の提
出と訪問調査の実施、⑤里親研修会と更新研修、
⑥保証人確保と選任、⑦意見表明の仕組みの構
築、⑧行政によるスーパービジョンと里親会
　以上の課題について順次その内容について整理
し考察する。

１）児相及び４Sとの連携
　里親を始めて児相との連携に困ったのは、仕事
があり児相の児童福祉司（以下、CW）とタイム
リーに連絡が着けれないことである。架電しても
CWは不在が多く、受電しても仕事の手を離すこと
ができず電話が取れないことがストレスであっ
た。施設の時には仕事として児相への連絡も取り
合い連携が図れたが、改めてボランティアとして
仕事を持ちながら養育里親をすることの難しさを
痛感させられた。メールでやり取りしたいと申し
入れたが行政からは記録に残るのが嫌なようで快
くやり取りをしてもらうことはできなかった。里
子のことで話し合いを持とうとしても平日に限ら
れ仕事との調整が容易ではない。過日は平日の夜
の話し合いの設定が難航し、リモートでの会議を
提案し何とか話し合いができた次第であった。
　また、今年でコロナ禍３年目であるが、その間
児相の里子担当のCWの家庭訪問は一度も実施され
ていない。それまでは、里親委託ガイドライン通
り１に毎月CWと児童心理士が夜間に家庭訪問して
くれていた。2021（令和３）年度はリモートで面
談を実施すると云うことでヘッドセットとWEBカ
メラが里親宅に届けられたが、未だかつて実施さ
れていない。
　その他里子に権利ノートも渡されてなかったの
で説明をしてもらおうと依頼したところ、施設用
の権利ノートを間違って渡されていたり、また里
親手帳が更新されていたにもかかわらず新しい手
帳が筆者のところに届いていないと云うことが
あった。いずれも筆者から催促しなければ対応が
なされないと云う連携以前の問題があった。
　そして、筆者の里親支援担当は施設の４Sである
が、前任者が産休・育休に入り新しい担当者に替
わってからこちらも約３年間一度も連絡すらない
状況である。
　まず、児相の里親担当CWは週末を一律に休日と
せず交代で出勤し対応できるようにしたり、仕事
をしている里親のために夜間の電話対応やメール
での対応をできるような配慮が求められる。ま
た、筆者の居住する地方自治体は2021（令和３）
年９月にフォスタリング機関２に16の業務を委託し
ているが、その詳細については当該の里親には一
切説明はされておらず、児相とフォスタリング機
関及び４Sの役割分担がどうなっているのかが不明
で、何を何処に相談したら良いのか分からない状
況である。
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２）家庭訪問による子どもの養育状況把握
　定期的な家庭訪問については、コロナ禍と云う
こともありガイドライン通りにできなくても致し
方仕方のないところであるが、子どもたちの養育
状況の把握は措置権者の最低限度果たさなければ
いけない責任である。子どもたちへの支援が児相
の示した自立支援計画書通りに行われているか確
認をしなければいけないのである。対面で実施で
きないのであれば連絡があった通りリモートで実
施するべきである。筆者はこれまでの行政とのや
り取りの中で約束が履行されないと云う経験がな
く度重なる不誠実な対応に不信感を強くした。そ
れは次第にCWの属人的な問題だけでなく組織の在
り方の問題でもあり、ともすれば行政の里親制度
全般に対する姿勢の表れであると思えて仕方なく
なってきた。
　通常施設では子どもたちの養育状況だけでなく
権利擁護全般について行政指導監査、第三者評
価、苦情処理システム（意見箱）があり、実習生
やボランティアも受け入れており施設の生活の様
子が第三者の目に触れる機会が多くある。しか
し、里親家庭には第三者の目が入ることはほぼ無
い。里親家庭は閉鎖された密室空間であり、児相
のCWやフォスタリング機関の職員や４Ｓの家庭訪
問が唯一の第三者の目となるのである。そういう
意味において子どもたちの権利を守るために家庭
訪問は欠かすことはできないのである。筆者は、
当初担当ＣＷに家庭訪問を求めなければと云う気
持ちはあったものの、コロナ禍と云うこともあり
限られた人員の中で家庭訪問は難しいだろうと勝
手に合理化してしまっていた。しかし、その矢先
2022（令和４）年になり以下の様な事件が発生し
ていたことが判明した。
１/28三重県で15歳養女への養父からの監護者性交
等による懲役18年の判決
１/28福岡県で14歳養女への養父からの性的暴行に
よる懲役７年の実刑判決
２/10 香川県で10代里子への里父のわいせつ行為に
よる児童福祉法違反・執行猶予付き実刑判決３年
の判決
２/10 鹿児島県18歳未満養女２人に性交、わいせつ
行為養父に監護者性交等により懲役９年の実刑判
決
１/24 佐賀県で10代養女２名に対して養父が性的虐
待により逮捕

　以上のようにマスコミで連日立て続けに報道さ
れたのである。これ程酷いケースは第三者の目が
入らない里親ならではと言える。これが施設であ
れば他の職員の目もありここまで重篤化すること
は無い。そして、その後すぐに厚労省から通知が
発出され抑止のためにその内容に則した研修が実
施されるような事案である。いずれの事案もCWな
どの家庭訪問がどの程度成されていたのかは定か
ではないが第三者の目の必要性と家庭訪問により
子どもたちの意見を聞き取ることの重要性を改め
て認識させられたのである。CWの家庭訪問が必要
に応じて行われていれば今回のような事件は未然
に防げたのではないかと推察され、筆者も家庭訪
問を遠慮せずに求め続けていかなければならない
と強く思わされた。
３）「あたりまえの生活」の保障
　里子の兄は高校入学後硬式野球部に入部した。
公立であったが他府県への遠征はもとより毎週末
練習試合が組まれ盛んに活動していた。高校の部
活の費用は公費で支弁されず里親の負担となる。
年間を通じてかなりの金額となった。そのため里
子は道具の購入を遠慮して手控えるようになって
いった。他の自治体では支給されていたがCWに相
談すると里親に支弁されている委託費を当てるよ
うにとのことであった。２年次３年次には給付型
の奨学金を貰えて賄うことができるようになり、
それ以降里子（兄）は里親に遠慮することなくク
ラブに打ち込むことができたのである。国が云う
「あたりまえの生活」の保障は地方自治体により
格差があることは理不尽である。ちなみに、里子
が大学受験の際に大学浪人はできるのかと問うて
きたので自治体に確認したところ、できないとの
回答があったことは言うまでもない。
４）養育報告書の提出と訪問調査の実施
　2020（令和２）年12月７日の里親会の支部長会
議で自治体の里親担当３人のCWがやって来て資料
２-１の通り養育報告書の１～３ヶ月毎の提出並び
に年に１回の訪問調査の実施について説明し会員
への周知と実施への理解を求めた。訪問調査につ
いては資料２-２の通り2022（令和４）年６月21日
に文章で改めて通知があり資料２-１の資料発出後
１年半後やっと実施する運びとなったのである。
しかし、養育報告書については、里子の担当CWか
らは何の指示もなければ催促もなく提出は全く成
されていない。

－50－ －51－ －52－ －53－ －54－

－55－ －56－ －57－



　筆者は、訪問調査が実施されるにあたり児童の
状況調査票の作成のためにもこの機会にこれまで
提示されたことがない里子の自立支援計画書につ
いて説明して欲しい旨担当CWに依頼した。そうし
たところCWは自立支援計画書のことを知らなかっ
た。それどころか里子の自立支援計画を児相が作
成すると云う認識を持っていなかった。CWの上司
の課長は委託時の里親委託児童養育計画がそれに
あたると説明していたが、A４１枚の簡略なもので
内容として国が示している自立支援計画のガイド
ラインの内容には程遠く、子どもや保護者の意見
を記入する欄もなく、支援の欄についても課題、
目標、内容・方法についても記入できるように
なっていない。それをもってとても自立支援計画
書であるとは言えるものではない。これは児童福
祉法によって定められた里親が行う養育に関する
最低基準（以下、最低基準）第10条にある自立支
援計画の遵守をしようにもそれ自体が毎年作成さ
れていないのであれば遵守しようがない。これは
重大な最低基準違反である。社会的養護における
子どもの権利擁護を根底から覆す暴挙であると
云っても過言ではない。行政として許しがたくあ
り得ない対応である。その後数ヶ月経つが未だに
自立支援計画書のフォーマットの検討中と云うこ
とで相応しい自立支計画書の作成の目処は示され
ていない。また、それに伴い本自治体では、援助
計画についても作成されていなかったと云うこと
になる。
　養育報告の提出と訪問調査の実施のことから図
らずも不十分な自立支援計画書の作成、さらに立
て直しされていないこと並びに援助計画の作成が
成されていないことが判明した。それだけでなく
通知されたことが未実施で履行されなかったり実
施されるまでに１年半かかるという組織としての
在り方が疑われる。憤りを通り越していささか呆
れてしまう状況である。本自治体では里親推進に
対して厚労省から言われているので仕方なしに最
低限形だけ格好を付けていると云うことがよく分
かった。明らかに自治体独自で主体的に里親推進
について考えれていないと云うことの証左であ
る。しかし、里子や里親が国と自治体の狭間で犠
牲となっているとするのであれば許し難く里親推
進を曲がりなりにも進めていこうとするのであれ
ば里子の権利擁護をしっかりと行うと共に里親の
支援も行っていかなければならない。今後も里親
会としてもそれらを行政に求め続けていかなけれ

ばならない。
５）里親研修会と更新研修
　フォスタリング機関が2021（令和３）年度まで
に児相管内ごとに６か所が整備された。里親研修
もフォスタリング機関ごとに企画され実施されて
いる。里親は、最低基準第４条の２にも謳われて
いるように研修を受講し資質の向上に努めなけれ
ばならない。しかし、研修実施についていくつか
難点がある。まず、各フォスタリング機関が分野
を分担して担当すると云った申し合わせが成され
ておらず、それぞれの思い付きで研修内容が決め
られている。そのため偏りがあり全体的な調整が
成されていないためバランスが悪く里親に必要な
学ぶべき内容が網羅されているとは言い難い。ま
た、１年目の里親もベテラン里親も経験年数によ
る階層別の研修内容にもなっていない。そして何
より平日の昼間の時間設定が多く仕事をしている
里親は参加したくても出来ない状況にある。とは
いえ週末に設定されていたとしても週末にはお出
かけの予定や里子の対応などがあり参加できにく
い面がある。
　2021（令和３）年度末に研修についてアンケー
トが実施されたので、必要な知識や技術及び倫理
観などの里親が修得しなければいけない学修分野
について精査しシラバスを作成し体系立った内容
とすること、また録画しオンデマンドで視聴がで
きるようにすること、受講意欲を高めるためのイ
ンセンティブとして委託費の加算や更新研修の免
除などを提案したが、2022（令和４）年度の研修
に全く反映されることは無かった。唯一奨学金の
研修のみオンデマンドで実施が予定されているだ
けであった。更に真実告知がしきりに取り沙汰さ
れる中ライフストーリーワーク３を取り扱った内容
は無く、先述した養女等への性犯罪についての対
策として倫理観について取り扱ったものや2023
（令和５）年から実施される子どもアドボカシー４

についての内容も見受けられなかった。自治体の
フォスタリング機関や児相の里親担当CWを総括し
ている職員に里親の研修受講の把握は出来ている
のか確認すると、できていないとのことであっ
た。それは、行政の里親のスーパービジョン体制
として個別の里親に対して子どもの年齢や課題を
踏まえどの研修を受講することが望ましいと云う
ことが全く考えられていないと云うことである。
これについても施設では法制度の改正や施設間の
共通した課題について反映した研修内容について
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意図的に目的を持って設定されている。また、施
設では施設独自に企画した研修から地方自治体が
主催するものまで多様なものがあり、職種別、階
層別になっていたりキャリアパス、職員の処遇向
上加算の対象となっているものなど、受講しなけ
ればいけないもの受講したいものなど様々な工夫
がなされ専門性の向上に繋げられるよう取り組ま
れている。残念ながら里親研修にはそのような仕
組みは全くなく毎年代わり映えしない研修が行わ
れている向きがあり里親の研修受講意欲が削がれ
ている。
６）保証人確保と選任
　この度19歳の里子（弟）が１月に20歳となり社
会自立していくにあたり、６月に児相の担当CWに
住居の賃借の保証人は兄と同じようにまた筆者が
やらなければいけないのかと問い合わせた。そう
したところ自治体の担当課の保証人確保対策事業５

（以下、対策事業）の事務方担当者より筆者宛に
連絡があった。その内容とは、この度2022（令和
４）年３月22日に保証人制度が資料２-３のように
整備でき全国初児相長が保証人になることになっ
た、とのことであった。筆者は担当者が伝えてき
た内容が理解できなかった。その理由は、その担
当者自身が私を保証人として対策事業に４月以降
も全国社会福祉協議会に保険を掛け続けた張本人
だったからである。何故制度を整備したのであれ
ば４月以降も筆者に対して対策事業の保険を掛け
続けたのか不詳であり、その訳を問い正しても答
えは一向に返ってこなかった。さらに当該里親へ
の周知はどうなっているのかと問うと里親会の会
長に周知をお願いしたとのことであった。会長に
確認すると、各担当CWから周知すると聞いたとの
ことであった。この不誠実な対応から属人的な問
題も相俟って自治体の組織として里親に関する連
絡網が未整備であることが確認することができた。
　しかしながら、全国初の保証人制度と云うこと
で評価できるものであり、至急本制度の運用に向
けて元里子（兄）に説明に出向いてもらうように
児相の元担当CWに依頼した。その後、お盆に元里
子が里帰りしてきたので本制度について内容確認
と利用についてのリスクを２人で精査した。そし
て、説明を受けた後元里子（兄）から筆者に連絡
があり、本制度を使うことができない、とのことで
あった。その理由は、当該の担当課から【整理内
容】①保証人が必要か精査、とあるように就職の

内定先に身元保証人を免除してもらえないか交渉
するとあるが、そんなことは絶対にして欲しくな
い、とのことであった。また、資料２-３には表記
されていないが保証期間は委託解除後５年間に限
るとのことであったため自分の場合は就職２年目
に身元保証人が居なくなる。そうなったときに次
の保証人を確保できる目途がない。同様に住居の
連帯保証人が居なくなると契約が解除される可能
性が高く住居を失ってしまうことになる。よって
この制度は使うことができないとのことであっ
た。更に元里子（兄）は、このような使えない制
度をなぜ作ったのか、制度設計の段階で関係者に
ヒヤリングはしたのか、と憤っていた。これが施
設であれば施設長が個人的ではあるが保証人に
なってくれる。もし、施設長が亡くなり保証人が
できなくなったとしても次の施設長がなってくれ
るため保証人を欠くことは無いのである。
７）意見表明の仕組みの構築
　2022（令和４）年６月28日に児童福祉法が改正
され2024（令和６）年度から子どもアドボカシー
制度が実施される。筆者は既にアドボケイトの基
礎・養成研修を終えており後は施設実習を残すの
みとなっている。
　本自治体では、2021（令和３）年度に何か所か
の児童養護施設で本制度を試行している。また、
里親ではファミリーホーム１か所で試行してい
る。しかし、里親については子どもアドボカシー
の国からの具体的な実施方法は示されておらず本
自治体からも具体的には何も示されてない。しか
しながら、図らずもこの度本自治体より里親に委
託していた元里子の虐待事案が発覚し資料２-４の
通り2024（令和６）年度から里子の面談を始める
とのことであった。これは、本自治体が里親委託
児童をネグレクトしてきた結果に他ならず、当該
の元里子については成人した今でも虐待の後遺症
に苦しんでおり、聞き及ぶところによると精神科
への入退院を繰り返し、さらには当該里親を未だ
に拠り所とせざるを得ない現状があるとのことで
あった。この面談は子どもアドボカシーと同時進
行で行われることになり里子の権利擁護において
も大変注目される取り組みであり、形骸化しない
ように継続されることが望まれる。また、この面
談だけでなく子どもアドボカシーはもとより自立
支援計画書の作成とそれに基づいた支援の実施、
養育報告書の提出や訪問調査などによる里子の養
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育状況の確認など様々なシステムが機能しトータ
ルで子どもの権利擁護に繋がればと願って止まない。
８）小括
　以上筆者が養育里親として里子の養育にあたり
ながら様々な課題に直面し取り組んできた経過に
ついて述べてきた。そしてそれぞれに考察しその
対策についても併せて述べた。それは、決して単
なる行政批判としてではなく今後の里親養育の更
なる発展に繋がることが目的であり、何より社会
的養護を必要としている子どもの真の権利擁護に
適う取り組みとなればと考えている。

第３章　まとめ　今後に向けて

　スーパービジョン体制の確立
　本研究報告における養育里親としての実践の取
り組みはまだ道半ばである。その実践の目指すと
ころは施設養護にある手厚く整った機能やシステ
ムである。これまで里親養育はボランティアとし
て取り組まれ里親会の組織としても脆弱でその里
親個人が一代限りで終わり積み上げが成されてき
たとは言えない。一方施設では法人組織を基盤と
して重厚で機能やシステムが整備され安定感があ
る。そして行政との連携も第一種社会福祉事業と
して確固たるものがある。2021（令和３）年６月
に全国児童養護施設協議会児童養護施設のあり方
に関する特別委員会のまとめた最終報告書「今後
の児童養護施設に求められるもの」を見てみると
施設機能を個別的養育機能と支援拠点機能と地域
支援機能と３つに大別しまとめられている。その
中で特に里親養育において注目すべきは３つ目の
支援拠点機能である。地域分散化している小規模
型施設を施設の本体施設がバックアップする機能
及びシステムである。具体的にはマネジメント機
能である。現状の里親はチームとしての繋がりや
それによる安心感はほぼないに等しい。それを里
親会、フォスタリング機関、４Sや児相が重層的に
支えながらマネジメントする。言い換えるなら
スーパービジョンとしてしっかり管理するのであ
る。そして、ケースの進捗管理を自立支援計画に
基づいて児相やフォスタリング機関、４Sが行うこ
とで子どもの権利擁護や危機管理も可能とするこ
とができるのである。そして、その中で相談体制
も整えられ養育者である里親も支援を受け知識や
スキルや倫理観などの専門性を向上させていくこ
とができるのである。さらに、その様な組織づく

りの中で里親同士も交流が促進されメンタルヘル
スも増進されていくであろう。
　現状の里親を見てみると里親会にも属さず孤立
無援でフォスタリング機関の支援にもなじまない
里親が少なからず存在する。組織的なスーパービ
ジョンの体制を確立し安定した里親の養育機能を
充実させていくことこそ里子たちの権利擁護の底
上げに繋がると確信している。

【註釈】

１）2011年国が策定した里親養育のガイドライン。初め

て公的に里親優先の原則を示したもの。里親支援の具体

的な内容に定期的な家庭訪問として「委託直後２か月は

２週間に１回程度、委託後２年までは毎月もしくは２か

月に１回程度、以降は年に２回程度を目安とする」とし

ている。

２）里親に関する様々な事業（広報・啓発からマッチン

グ・里親支援等）を担う機関。国は2020年までに全都道

府県への配置を目指して整備を進めるように決めた。

３）社会的養護の下で養育される子どもが、生い立ちを

知り、受け入れ、人生を選択していく作業。イギリスで

は法律によって実施が義務付けられている。

４）2022年（令和４）年に児童福祉法が改正され意見表

明等支援事業（第６条の３17項）が定められ2024（令和

６）年度から実施される。一定の講習を終えたアドボケ

イトが子どもの要望を受けて施設や里親宅に出向き子ど

もの声を聴き、子どもが望めば子どもに代わって周りの

養育者に伝えたり、子どもが自分で伝えたりする支援を

行う制度。①エンパワメント、②子ども主導、③独立

性、④守秘、⑤平等、⑥子ども参加が理念として掲げら

れている。

　既に一時保護所や施設などで実施している都道府県も

ある。アドボケイトの養成や子どもアドボカシーの組織

作りが課題となっている。
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